令和４年度

市町村局振興課
振興グループ
１　市町村振興　

(1) 大阪府市町村振興補助金（施設整備等補助）の交付

市町村の特性を踏まえた上で、市町村の自律化に向けた体制整備や行財政基盤の強化への取組みを支援するため、大阪府市町村振興補助金（施設整備等補助）を交付した。

①補助金交付団体

　　　　　大阪市及び堺市を除く４１市町村

②補助対象事業

　　　　市町村が実施する自律化に向けた事業又は緊急課題に対応するための事業

　　　　　５１事業　１，０００，０００千円

③補助金交付限度額の算定

　　　　自律化に向けた体制整備、行財政基盤の強化や市町村における施策課題への取組みについて、算定基準を設定し、その実施状況に応じて算定した。
　　　

根拠法令

○大阪府市町村振興補助金（施設整備等補助）交付要綱

　（単位　千円）

	
	R２年度
	R３年度
	R４年度

	歳出予算（最終予算）
	１，０５２，５００
	１，０２７，５００
	１，０００，０００

	決算額
	１，０５２，５００
	１，０２７，５００
	１，０００，０００

	補助実績
	１，０５２，５００
	１，０２７，５００
	１，０００，０００


(2) 大阪府宝くじ社会貢献広報市町村補助金の交付

広く府民に宝くじ収益金の活用方法について理解を求めるため、市町村が実施する宝くじの社会貢献広報事業に対し、大阪府宝くじ社会貢献広報市町村補助金を交付した。

補助金交付団体

泉佐野市、松原市、阪南市、島本町、能勢町及び忠岡町
　　（単位　千円）

	
	R２年度
	R３年度
	R４年度

	歳出予算（最終予算）
	１００，０００
	１００，０００
	１００，０００

	決算額
	１００，０００
	１００，０００
	１００，０００

	補助実績
	１００，０００
	１００，０００
	１００，０００


根拠法令

○大阪府宝くじ社会貢献広報市町村補助金交付要綱

(3) 地域活性化事業計画の確認等　

市町村が実施する自主的・主体的な地域活性化のための基盤整備を推進するため、交付税措置がなされる地域活性化事業債の充当にかかる事業計画の確認及び総務省への提出を行った。

　　　【地域活性化事業数】

	　事　業　計　画　名
	R２年度
	R３年度
	R４年度

	地域経済循環の創造
	１２
	２２
	１８

	人材力の活性化
	０
	０
	０

	地域の歴史文化資産の活用
	２
	１
	１

	一億総活躍社会の実現のためのいのちと生活を守る安心の確保（旧：いのちと生活を守る安心の確保）
	７
	９
	１０

	合　　　　計
	２１
	３２
	２９


(4) 要望等の受理　

大阪府市長会要望　ほか２団体

２　市町村への分権の推進
(1) 市町村への権限移譲

府では、「大阪発“地方分権改革”ビジョン」に基づき、市町村が、住民に身近な行政サービスをより総合的に展開できるよう、平成22年度から政令市を除く府内市町村に「特例市並みの権限移譲」を推進してきた。

令和４年度においては、平成26年５月に策定した「今後の権限移譲の基本的な考え方」に基づき、特例市並みの権限移譲の定着・充実及び新たな事務の移譲の推進に取り組んだ。


(2) 市町村間の広域連携の促進
市町村間の広域連携がさらに進むよう、府内各地域で「地域ブロック会議」を開催し、府と市町村が参加の下、新たな連携に向けた意見交換を行うなど、積極的にコーディネートを図った。

３　府と市町村との協調　

府と市町村との協調関係を強化するため、地域別会議に参画した。

地域別会議等への参画　　　　　３回

（内訳）・南河内地域副市町村長会議           ２回　
　　　　・北摂市長会　　　　　　　　　　　 　１回

４　基礎自治機能の充実・強化に向けた取組み
財政基盤が脆弱な町村に対する中長期財政シミュレーションを、Ｒ３年度決算をベースに更新し、各首長との意見交換を行った。また政令市を除く全市へも作成を提案し、11市について作成に向けた調整を行った。
南河内地域の太子町、河南町、千早赤阪村と共同で、「将来課題の対応方策の検討」として勉強会を実施し、具体的な対応方策を議論した。

事務事業実績





○新規移譲事務数（令和４年度）　延べ１事務


例：特定非営利活動法人の設立の認証等　など





○移譲状況（令和４年度末）


府が提示した事務数　　　　　　　　延べ3,622事務


市町村の受入事務数　　　　　　　  延べ2,442事務（約67.4％）








